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0 認知症高齢者グループホームに関する憫査結果について  

（老健局計画課認知症対策推進室調べ）  

平成18年10月1日現在における認知症高齢者グループホームの現状について、各都道府県   
を通じ市町村から報告のあったデータを取りまとめた結果は、次のとおりである。  

1 指定事業所数：  8 528 享墓所  

総ユニット数：   14．222 ユニット  

総定員数  125 879 人  

（参考）Ⅵ州NET登録事業所数：8．587事業所（平成18年9月末現在）   

2 法人種別×事業所数  

法人種別  事業所数   ユニット数   定員数   
（参考）W州NET  
登録事業所数   

社会福祉法人  1，860   2，824   24，886   1，855   
医療法人  1，572   2，805   24，908   1，571   

営利法人  株式会社   1，958   3，689   32，910   

有限会社   2，554   4，098   36，217   
4，561  

NPO法人  449   609   5，248   464   

その他  135   197   1，710   136   
不明  0   0   0   0   

合  計  8，528   14，222   125，879   8，587  

※WAM NET登録事業所数は、平成18年9月末現在。  

3 併設施設の種別  

施設種別   事業所数   

特養   301   

老健   206   

医療   193   

適所   838   
認通   98   

小規模   45   

特養＋老健   15   

特養＋適所   122   

施設種別   事業所数   

特養＋通所＋認通   15   

特養＋老健＋適所   10   

老健＋適所   13   

老健＋医療   70   

適所＋医療   28   

適所＋認通   24   

適所＋小規模   10   

その他   138   

合計   2，126   

注1 表中の「特養」は特別養護老人ホーム、「老健」は老人保健施設、「医療」は  
病院・診療所、「適所」は通所介護、「小規模」は小規模多機能型居宅介護事業  
所、「認通」は認知症対応型適所介護を指す。   
2 「その他」は、ケアハウス、有料老人ホーム、養護老人ホームなどのほか、  
上記表中以外の組み合わせである。  
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4 建物形態  

形態   事業所数   

単独型   6，396   
併設型   2，132   

合計   8，528   

5 家賃月額  

家賃（月額）   事業所数   

18」000円未満   232   
1CJOOO円以上20，000円未満   604   
2CJOOO円以上40，000円未満   3，139   
48」000円以上60，000円未満   2，201   
68」000円以上80，000円未満   1，160   
88」000円以上100，000円未満   182   
108」000円以上150，000円未満   63   
158」000円以上200，000円未満   3   

208」000円以上   

分類不能   937   

合  計   8，528  

注 「分類不能」とは、居室によって家賃に差があるもので2つ以上の区分に  
またがるもの、不明、光熱水費込み等である。  

・1事業所当たり平均額（月額） 39，237 円  

（「分類不能」は平均額の算出から除いてある。）  

6 入居一時金  

入居一時金（保証金）   事業所数   

200，000円未満   1，417   
200．000円以上 400，000円未満   1，236   
400，000円以上 600．000円未満   216   
600．000円以上 800，000円未満   45   
800．000円以上1．000，000円未満   14   
1，000．000円以上   38   

無し   1，412   

分類不能   4，150   

合  計   8，528   

注 「分類不能」とは、入居一時金（保証金）の設定に金額の幅があるもので、2つ   
以止の区分にまたがるものである。  

1事業所当たり平均額  240，349 円  

（「無し」・「分類不能」は平均額の算出から除いてある。）  
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7 食材料糞  

食材料糞（月額）   事業所数   

10，000円未満   4   

10，000円以上20．000円未満   56   
20，000円以上30．000円未満   1，561   
30．000円以上40，000円未満   4，883   
40，000円以上50，000円未満   1，673   
50，000円以上60，000円未満   175   
60，000円以上   凶   

分類不能   115   

合  計   8，528  

注1日額で設定しているものについては1ケ月当たり30．4日で計算。  
2 「分類不能」とは、実費としているもの、不明、光熱水費込み等である。  

・1事業所当たり平均籠（月額） 34，327 円  

（「分類不能」は平均額の算出から除いてある。）   

8 光熱費  

光熱水責（月報）   事業所数   

5，000円未満   482   
5，000円以上10，000円未満   1，343   
10，000円以上15．000円未満   1，544   
15，000円以上20，000円未満   2，055   
20，000円以上25．000円未満   1，057   
25．000円以上30，000円未満   265   
30，000円以上   176   

実費   518   

分類不能   1，088   

合  計   8，528  

注1「分類不能」とは、不明、家賃等に含むとしているもの等である。  

－1事業所当たり平均額（月嶺） 13，175 円  

（「実費」・「分類不能」は平均額の算出から除いてある。）  

9 介護支援専門員の資格を有する計画作成担当者の有無  

事業所数   

1名以上いる。   8，393   

1名もいない。   135   
計   8，528   
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10 宥護職員の配置状況  

事業所数  

隻師又は准看護師を配置している事業所   4，492  
隻師又は准看護師を配置していない事業所   4，036   

合  計  8，528   

11 看護職鼻確保に係る契約先について  

事業所数   

訪問看護ステーション   852   
病院t診療所   1，210   
その他   185   

合  計   2，247   

12 医療連携体制加算の実施状況について  

事業所数   

医療連携体制加算をとっている   4，608   
医療連携体制加算をとっていない   3，920   

計   8，528   

13 運営推進会議の状況  

事業所数   

運営推進会議を開催している事業所数   4，445   
運営推進会議を開催していない事業所数   4，083   

合  計   8，528   

14 質の向上  

事業所数   

今年度、研修を受講させた（させる予定のある）事業所   6，260   
今年度、研修を受講させていない事業所 2，268   

合  計   8，528   

注 ここでいう研修とは、認知症ケアに関する研修をいい、具体的には下記のような   
研修等を対象としている。   
・認知症介護指導者研修   

・認知症高齢者グループホーム管理者研修   
・実践者研修  

一実践リーダー研修、等  

15 新規サービス対応状況について  

事業所数   

認知症対応  葦（共用型）   356   

短期利用共同生活介護  690   
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16 都道府県別高齢者人口（1000人当たり）に対するグループホームの定員数の割合  

グループホーム  
高齢者人口  

（a）  定員数  
高齢者人口比  

・：b）  

（1，000人当たり）  
（b）／（a）＊1000   

北海道   1，205．692   11525   9．6   
青森県   326．562   4379   13，4   
岩手県   339．957   951   2．8   
宮城県   470．512   2312   4．9   
秋田県   308，193   1903   6．2   
山形県   309，913   1568   5．1   
福島県   474，860   1933   4．1   
茨城県   576，272   4120   7．1   
栃木県   390，896   1023   2．6   
群馬県   416．909   2226   5．3   
埼玉県   1．157．006   4617   4．0  
千葉県   1，060，343   3748   3．5   
東京都   2，295，527   3230   1，4   
神奈川県   1，480．262   6814   4．6   
新潟県   580，739   1606   2．8   
富山県   258，317   838   3．2   
石川県   245，739   2163   8．8   
福井県   185，501   437   2．4   
山梨県   193，580   532   2．7   
長野県   521，984   1525   2．9   
岐阜県   442，124   2847   6．4   

静岡県   779．193   3917   5．0   
愛知県   1．248．562   4769   3．8   
三重県   400，647   1637   4．1   
滋賀県   24g，418   898   3．6   
京都府   530，350   935   1．8   
大阪府   1，634，218   5922   3．6   
兵庫県   1．108．564   3590   3．2   
奈良県   283．528   1181   4．2   
和歌山県   249，473   867   3．5   
鳥取県   146．113   903   6．2   
島根県   201，103   1129   5．6   

岡山県   438，054   3512   8．0   
広島県   600，545   3507   5．8   

山口県   373．346   1489   4．0   
徳島県   197，313   2116   10．7   
香川県   235，508   1334   5．7   

愛媛県   351．990   3808   10．8   

高知県   206，375   1691   8．2   

福岡県   997，798   6880   6．9   

佐賀県   196．108   1779   9．1   

長崎県   348．820   4658   13．4   

熊本県   437．244   1756   4．0   

大分県   292，805   1118   3．8   

宮崎県   270．586   1632   6．0   
鹿児島県   434．559   4275   9．8   

沖縄県   218．897   279   1．3   

合  計   25，672，005   125，879   4．9   

注1 高齢者人口は、総務省統計局「平成17年国勢調査 第1次基本集計結果」より。   

2 「高齢者人口比」の合計欄は、全国平均値。  
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○ 認知症サポーター100万人キャラバン事業実施状況  
（平成19年1月5日現在）   

374人  ①全国の認知症サポーター数（キャラバンメイト含む）  

② 自治体主催によるキャラバン・メイト養成研修の実施状況  

こ成17年度   平成18年度※   
合計回数   

キャラバン・メイト   

ン■メイト研修回数  キャラバン・メイト研修回数  養成数累計   

44回   73回（計画数含む）   117回（計画数含む）   7．627人  

（※H19．1．5現在）  

③都道府県別自治体等のキャラバンメイト数一認知症サポーター数等  
（平成19年1月5日までに捷出された実施報告暮による）  

窓口  キャラバンー  
NO．  都道府県   

人口  市町村数   く都道府県・広 域連合等含む）   メイト   

メイト＋  

サポーター   サポーター  人口に占 める割合   

口  北海道   5，629，970   180   19   1，392   5，238   6，630   0．12％   

2  青森県   1，460，144   40   53   0   53   0．00％   

3  岩手県   1，388，1（54   35   20   293   5，23（；   5，529   0．40％   

4  宮城県   2，344，569   36   5   221   5，018   5，239   0．22％   

5  秋田県   1，15（i，358   25   0   18   0   18   0．00％   

6  山形県   1，212，1（i3   35   6   255   1，744   1，999   0．16％   

7  福島県   2．100．851   61   10   126   1，002   1，128   0．05％   

8  茨城県   2，988，533   44   9   186   1，679   1，8（；5   0．06％   

9  栃木】県   2．009．498   33   5   45   789   834   0．04％   

10  群馬！県   2，020，037   38   7   136   2，800   2，936   0．15％   

‖  埼玉県   7，019，919   71   3   89   282   371   0．ql％   

12  千葉県   6，035，658   5（S   3   279   1，113   1，392   0．02％   

13  東京都   12，273．376   62   63   303   6，638   6，941   0．06％   

14  神奈川県   8，693，373   35   3   310   539   849   0．01％   

15  新潟県   2，438，482   35   2   10とi   356   464   0．02％   

16  富山県   ＝14，714   15   2   99   475   574   0．05％   

17  石川県   1．171，106   19   20   129   1，379   1，508   0．13％   

18  福井県   821，073   17   6   133   2，658   2，791   0．34％   

19  山梨県   879，239   28   2   147   598   745   0．08％   

20  長野県   2，190，874   81   6   120   1，455   1，575   0．07％   

21  岐阜県   2，105，011   42   9   165   661   826   0．04％   

22  静岡県   3，775，903   42   13   194   4，935   5，129   0．14％   

23  愛知県   7，106，585   63   20   4，230   4，479   0．06％   

24  三重県   1，857，456   29   4   346   1，076   1．422   0．08％   

25  滋賀県   1，365，393   2（～   140   3，559   3，699   0．27％   

26  京都府   2，5（∋6，420   28   8   189   3，814   4，003   0．16％   

27  大阪府   8，663，719   43   24   187   1，591   1，778   0．02％   

－122－   



28  兵庫県   5，576，784   41   156   149   305   0．01％   

29  奈良県   1，430，3㈹   39   2   45   201   246   0．02％   

30  和歌山県   1，0引，559   30   0   119   0   119   0．01％   

31  鳥取県   610，434   19   4   116   693   809   0．13％   

32  島根県   744，677   21   4   147   2，180   2，327   0．31％   

33  岡山県   1，954．919   29   0   0   0   0   0．00％   

34  広島県   2，870，907   23   0   52   0   52   0．00％   

35  山口県   1．499，002   22   5   177   1，163   1，340   0．09％   

36  徳島県   816，321   24   5   179   949   1，128   0．14％   

37  香川県   1，026，088   17   6   69   2，2‖   2，280   0．22％   

38  愛媛県   1．486，946   20   13   174   2，638   2，812   0．19％   

39  高知県   799，121   35   5   93   1，759   1，852   0．23％   

40  福岡県   5，028，026   68   5   72   3，163   3，235   0．0即ら   

41  佐賀県   872，302   23   0   0   0   0   0．00％   

42  長崎県   1，494，879   23   0   0   0   0   0．00％   

43  熊本県   1，858，522   48   6   73   1，345   1，418   0．08％   

44  大分県   1、221，714   18   15   185   1，852   2，037   0．17％   

45  宮崎県   1，172，402   31   0   0   0   0   0．00％   

46  鹿児島県   1，759，650   49   0   0   0   0   0．00％   

47  沖縄県   1，381，820   41   58   57   115   0．01％   

計  1，840   353   7，627   77，225   84，852  

※佐賀県は3月にメイト養成研修実施予定  

※窓口には連絡先として設置されている自治体を含む   

④ 全国規模の団体・企業によるメイト養成研修  192人  

No 団体名   メイト数   

t  全国労働者協同組合連合会   192   

2  大京ライフ   60   

3  マンション管理共同職業訓練協会   50   

（柑年6月、7月養成）  

（計画数）  

（計画数）  

30，678人  ⑤ 自治体養成以外のサポーター数  

■  厚生労働省 職員研修  （17、18年度）   134  

（17、一時度）   17，耶8   
マ＿デ＿記念講演  

■  全国農業組合中央会  （17年度）   4，532  

シンポジウム、フォーラムなど   
（介護保険推進サミットin本別など広域（17、18年度）  5，328  
から参加者がある講演会等）   

会および  
（柑年度）   2，891  

■  

銀行  （18年度）   367  

その他  （18年度）   8   
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都道府県別のキャラバン・メイト数、サポーター数とその人口に占める割合   



0センター方式を活用は認知症地域支援体制の構築に向けた人材育成体系：19年度研修予定  

～地域のケア関係者が共通の視点と方法を学び、一体となって地域支援力を高める～  

認知症介護研究・研修東京センターケアマネジメント推進室  

Ⅶ知症地域支援体制  
平成19年度  

★京センター主催研傭の全体蠣成  

ケアオ儒蕾：罫書■協■の基盤  

○ケアマネージャー  
○居宅サービスの■員  
○地域孝義型サービスの♯員  
○居住系サービスの♯■  
○医療機関■1（外来、入院）  

○地域ケア・支機関儒者 モの他  

【1】センター方式活用研捧  

地域重機推進の  ステップアップ  

【2－1】地域推進研樺  
【2－2】地域推進員スキルアップ研樺  

【2－3】地域推進員フォローアップ研捧  

坤御印坤  

柚犠酋精麦せセンター  
【3】地域包括支嬢センター職員研樺  

【4】自治体担当者研修  

※合同研樺  

・｛■■■▲■＝■■■■＝■＝■■■■1＝－◆  

新人職員奪／拳生…←  
l■●■■■■■■tlt■i■■■■■■■■■●■■■■●  

教書姐当凛  【5】教育担当者研♯  

l■■ ■ － ■ ▲■ ■ ■■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ － ■ ■■ ■ ■■ ● ■ t ■ ■ ■l－■■ ■ － ■ － ■ 一■ ■ ■ 一 － － －，－ ■ － ■ － ■ －－■ ■ ●－ － ■■■－ ■ － ■ t－ ● ■ ● ■ ■ ■ － ■■1－ ■ ■■ ■ 一 ■ － ■lll■ ■ ▲■1－ ■ ■l■ ■ ■ ■ ■ ■ － ■ ■ ■ ■ ■ － ■ ■  

平成19年廣 東京センターが開催予定の研修一覧（概芋）  

寧無事 葬≠   対女i   疇柵線 開催予定   

口  センター方式   認知症の利用者が自分らしく暮らしていくことを  ケアマネジャー、  6時間  4月：東京  

活用研修   支えていくための視点を学び、関係者がチーム  事業者等、   （1日間）  5月：福岡  

を育てながら協働で利用者本位の支援をしてい  北海道   

くための方法としてセンター方式の基礎を苧ぷ。   

2－1  地域推進研修   認知症の人の地域包括ケアを、チームを育てな  センター方式   10時間  5月：東京  

がら地域で効果的に進めていく推進役を育成す  活用研修   （2日間）  6月：福岡  

る。   修了者  北海道   

2－2  地域推進員研修  認知症の人の地域包括ケアを多職種協働で推  地域推進研修修  10時間  9月二東京  
スキルアップ研修  進していくための力量を高めるために、実際の  了者   （2日間）  10月：福岡  

ケースを通して実践的に学ぶ。地域で推進して  北海道   

いくための力量を他地域との情報交換等を通じ  

て高める。  

2－8  地域推進員研修  認知症のケースに対する包括的・継続的なケア  地域推進   10時間  1月＝東京  

フォローアップ研修  マネジメントを多資源協働で効果的に実施・調整  スキルアップ   （2日間）   福岡  
北海道  

していくための実践的な知識や技術の向上をめ  研修       ざす。  修了者   
3  地域包括支援セン  地域で認知症の人を支える拠点として機能して  地域包括支援  10時間  5月：棄京  
タ一職員研修   いくための、認知症ケア・ケアマネジメント、ネット  センター   （2日間）   大阪  

ワークつくり等の力量形成を実践的に図る。  眩員  
※合間開催   

4  自治体担当者研修  認知症地域支援体制の構築にむけて、地域資  10時間  

源を活かした人材育成やネットワークの推進策  （2日間）   

を学ぷ。情報交換等を通じて、地域支援体制の  

推進やケアの質の確保・向上をはかるための実  

践的な方策を学ぷ。   

5  教育担当者研修  利用者本位のケアを実践できる人材を育成する  介護・看護教員、  10時間  11月：東京  
ための教育者の力量形成をはかる。   介護保険事業者  

の教育担当者等   
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地域推進研修受講修了者赦（都道府県別人数）  

平成17年度～平成18年度  

（内、認知症介護  日本介護支援  
東京センター主催      指導者数）  

専門員協会＊1  

北海道  2（1）   
6  

青森県  1（り   8  

岩手県  2（2）   0  

宮城県   4（4）   3  

秋田県  2（2）   0  

山形県   2（2）   0  

福島県  7（1）   9  

茨城県  1（1）   4  

栃木県  2（2）   6  

群馬県  1（1）   3                防   

埼玉県  2（1）   6  

千葉県  7（1）   
2  

東京都  19（1）   16  
神奈川県  5（4）   23  
新潟県  2（2）   2  

富山県   3（3）   8  

石Jll県   5（3）   3  

福井県  2（2）   
2  

山梨県   0（0）   
2  

長野県  6（6）   4  

岐阜県   3（3）   
0  

静岡県   4（3）   34                盟  

8（7）   愛知県  0  

0（0）   ≡重県  26  

滋賀県  3（3）   8              引  

京都府  6（2）   7              田  

大阪府  7（2）   9  

兵庫県  12（9）   15  
奈良県   1（0）   

0  

和歌山県  9（9）   7                田  

鳥取県   0（0）   0  

鹿椙県  2（2）   2  

岡山県   0（0）   
0  

広島県  3（3）   
4  

山口県   2（2）   
7  

徳島県  3（1）   0  

香川県  2（2）   
4  

愛媛県   0（0）   
4  

高知県   1（1）   4  

福岡県  7（6）   7  

佐賀県  3（3）   
6  

長崎県  6（6）   
0  

熊本県  3（3）   16  
大分県  2（2）   8  

宮崎県  7（5）   0  

鹿児島県  1（1）   10  

沖縄県  0（0）   
4  

計  170（115）   289           纏ゎ…   

＊1東京センター共催  

＊2 センター方式活用研修修了者 2．467名（平成16年度～平成18年度）  
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